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1. はじめに
研修は入管法で認められた在留資格の 1つであり， 日本は1989年には約 3万
人の海外からの研修生の入国を受け入れている。このうち，約 1万人は国際協
カ事業団 (JICA)等の政府の関与する受け入れ事業によるが， 約2万人は民間
企業によるものである。後者は海外進出企業が現地従業員を日本へ呼び寄せて
おこなっているのが多い。 1991年8月からは，中小企業による研修生の受け入
れが認められるようになり，また近く，国際研修協力機構(JITCO)の発足も予
定されている。いまや中国や東南アジア諸国からの研修生は急増しつつあり，
将来は年間10万人程度の受け入れが予想されている％
周知のように日本では，外国人の単純労働者の就労が禁止されている。その
ため，研修は単純労働者を専門・技能労勧者に転換させるという意味で，外国
人労働者の受け入れの 1つの望ましい方策といわれている。他方，研修は単純
労働者の就労禁止の抜け穴となるのでないかと懸念されている。外国人労働者
の研修は経済学的にどう考えられるべきであろうか。
日本でおこなわれている外国人労働者の研修は，研修時間の 3分の 1以上の
講義方式による研修が義務づけられているものも，どちらかいうと実務研修が
1)外国人労働者の研修事情とそれに関する諸規定については「外国人研修生の受入れに
関する調査結果の概要」，「海外研修生受入れ事業の解説」，『国際人流』第43号 (1990
年12月），法務省入国管理局入国在留課「外国人が我が国で研修を受けるには」＜その
1 > <その 2)「国際人流」第49号 (1991年6月），第50号 (1991年7月）等参照。
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主体である2)。今後圧倒的に多くなると予想される企業による研修の場合はと
くにそうであろう。実際，役立つ技能の習得は実務研修でないと意味がないと
も言われている。そうすると，研修といわれているものは，多分に職場内訓練
(on-the-job training以下ではOJTとする）に当たるのではないだろうか。周知
のように，ベッカーはその古典的な『人的資本』において，労働者が職場で働
きながら新しい技能を覚えたり，あるいは古い技能をマスターすることによっ
て，その生産性を高めることを OJTとした。それは基本的には投下費用と
将来収益の対比によってなされると考えられることから， OJTを含む，一般
に教育によって形成される熟練を人的資本(humancapital)と名付けた3)。現在
の日本で見られる外国人労働者に対する研修の多くは，外国人労働者の対する
OJTと見倣されてもよいのでないだろうか。
小論はベッカー理論の発展として，このようなOJT形態の研修のモデル化
を試みるものである4)。そして，それを通常の研修の場合（国内企業研修）だけで
はなく， 外国企業で研修をうけて帰国後自国企業で就労するような場合（外国
企業研修）に適用して，外国人労働者研修の問題点を指摘するものである。
2. 国内企業研修
前述のようなOJTによる研修を想定しよう。それは前記のベッカー理論を
再構成するものである。基本的な点は，研修によって労働者の熟練さが高めら
れ，その結果として労働の限界生産性，したがって賃金率が高まるが，そのよ
うな研修は物的投資と同様に， 投下費用（コスト）と予想収益の対比によって
なされるということである。その場合， 労働者， 企業のいずれが研修によっ
て有利となるかは，一般的訓練 (generaltraining)か特殊的訓練 (firm-specific
2)労働省が 1, 2部上場企業2104社と一定の基準で抽出した4000社についてのアンケー
ト調査によると，外国人研修生を受け入れている企業は 273社で，前研修時間に占め
るOJTの比率が65彩以上とする企業がその48.7彩あった。こうしたアンケート結果
は概して過小な数値を示すから，実際はもっと多いであろう。前掲「外国人研修生の
受入れに関する調査結果の概要」
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training)かによる。一般的訓練では， 研修企業以外の一般企業において労働
の限界生産性が同様に引き上げられ，同様の高い賃金率が得られるので，労働
者が研修のコストを負担することになる。特殊的訓練では，研修企業以外の企
業ではその限界生産性は引き上げられず賃金率も変わらないので，労働者は研
修のコストを負担できず，労働の限界生産性が上昇した分だけ収益がふえる企
業がそのコストを負担することになる。そして，完全な一般的訓練と完全な特
殊的訓練との間にはさまざま段階の訓練の一般性（特殊性）が存在するであろう。
以下では簡単化のために研修中の第 1期と研修後の第 2期の 2期間からなる
モデルを考えよう。そして，研修によって第 1期の未熟練労働が第2期には熟
練労働に引き上げられると仮定しよう。なお，それぞれの市場では競争条件が
十分に満たされ，労働の限界生産性に応じて賃金率が決まり，熟練労働の賃金
率は未熟練労働の賃金率よりも高いとしよう，さらに，ベッカーは将来の数値
を現在の数値と比較する場合，利子率で割り引いた現在価値を用いたが，ここ
では簡単化のために，利子率が0彩と仮定し，第2期の賃金率がそのまま第 1
期の賃金率と比較されるとしよう。それら賃金率は次のように与えられている
としよう。
第1期（未熟練動働） 第2期（熟練労働）
w w ただし， w<W
研修期間中において，自国の労働者が自国の企業から研修手当 C を受け取
って研修を受けると考えよう。それは研修中の賃金と考えてもよい。また，研
修そのものに企業が支出するに要する費用を Kで表して研修費用といい，そ
れには研修生の宿舎や食事に関連する費用から一定時間必要な座学研修の費用
などさまざまなものが含まれる。他方，研修の収益は労働者，企業双方が受け
3) Becker, (1964) pp. 8-29, 0 J T という語は， 以前から慣用的に使用されていたの
であって，ベッカーが始めたのではない。ベッカーの業績はOJTを理論化し，人的
資本の理論を確立したことにある。 OJTの具体的内容については，寺沢弘忠 !"OJ
Tの実際」日経文庫， (1989年），小池和男「仕事の経済学」東洋経済新報社， (1990年）
等参照。
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取ることになるが，その度会いは研修がベッカーのいう一般的訓練か特殊訓練
かによって異なる。一般的訓練であるほど労働者の受取分は増加し，企業の受
取分は減少する。特殊的訓練の場合はその逆である。そこで， 研修の一般性
（特殊性）を表す係数を a (゜；；a;;;l)とし， それは研修の性格によって所与と
しよう。 a=lであれば完全一般的訓練， a=Oであれば完全特殊的訓練であ
る。これらの仮定の結果，国内企業研修による労働者，企業双方のコストと収
益はそれぞれ次のように示されるであろう。
労働者
企業
第1期（研修のコスト）
w-C 
C+k-w 
第2期（研修の収益）
a (W-w) 
(1-a) (W-w) 
この表について簡単に説明しておこう。労働者は第 1期の研修期間中にもし
他の企業で働けば W の賃金がえられる。 w は労働者の研修の機会費用で，そ
れと研修手当 Cの差は労働者の支払う研修のコストといえる。労働者は第 2
期に賃金率の上昇による研修の収益をえるが，その程度は研修が前記の一般的
訓練か特殊的訓練かによって異なるから，一般性（特殊性）を表す a を掛けた
値だけ受け取ることになる。次に企業の方は，第 1期に研修手当 C と研修費
kを負担するが， そのかわり，企業は研修生でなく他の労働者を雇えば支払
わなければならない賃金 W を節約できる。 これは企業の研修の機会利益とい
える。この場合，研修生は研修期間中においても研修前と同じ限界生産性をあ
げていることが仮定されている。この仮定については，研修とは最初にも指摘
したようにOJTを想定しているので，実務につきながら研修を受けるOJT
の特質から理解できるのでないだろうか。なお，企業は収益として第2期に研
修の成果のうち労働者の受け取る残分を受け取る。
この表から， 労働者， 企業双方について， 研修の収益からコストを引いた
4)ベッカー理論の発展については， Hashimoto-Yu(1980), Hashimoto (1981), Katz-
Ziderman (1990)をとくに参照した。また， その展望として，大橋 (1990)第1章
「賃金フ゜ロファイル理論：展望」参照。
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差， つまりネットの利益を求めてみよう。以下ではこの差を単に利益といお
う。凡は労働者の利益，氏は企業の利益である。
A=a(W-w)-w+C 
応 =w+(l-a)(W-w)-C-k
(1)(2)を合わせると，
A+Pp=(W-w)-k 
`~) ??（（
(3) 
となる。これより，研修が一般的訓練であるほど，また研修手当が多いほど，
労働者の利益を高め，企業の利益を低下させる。研修が特殊的訓練の場合はそ
の逆である。その結果，労働者の利益，企業の利益ともプラスの場合もマイナ
スの場合も生じるであろう。けれども，興味のあることは，労働者と企業の利
益の合計は訓練の一般性や特殊性と関係がなく，また研修手当ての多寡と関係
がなく，一定不変であることである。すなわち(3)式より，労働者と企業の利
益の合計は単純に研修による賃金の上昇分 W-wから研修費用 kを引いた値
で表される。 W-wを研修効果といおう。 ところで， W-wとKとのあいだ
の関係について，
(W-w) =f(k), f'(k)>O, f"(k)<o 
を仮定し，これを(3)式に代入すると，
凡+Pp=f(k)-k
(4) 
(3') 
となり，研修による労働者と企業の利益の合計が研修費用によて決定されるこ
とになる。以下では f(k)>kの範囲にあるとしよう 5)。そうすると，前記のよ
うに PL,PFはプラス，マイナスいずれの場合もとりうるが， PL+PFはつね
にプラスとなるのである。
(3)式を図によって説明しよう。第 1図の LF線はそれを示したものであ
る。すなわち， L点は凡が最大で (W-w)-kとなる点， F点は氏が最
大で(W-w)-kとなる点，その他の LF線上の点は PLとPFの可能な組み
5) (3')式を図に表すと下の図のようになる。なお，縦軸と横軸は目盛りが異なる。
/(k)曲線と K線の縦の差が h+PFである。研修費用を投下してもその結果利益
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合わせを示す点である。なお， L'F'線は LF線の研修費用がない場合を想定
して描いた補助線で， 両線の縦または横の間隔は研修費用 kを示す。 OA線
は研修の一般性（特殊性）を角度で示す線で， 縦軸寄りになるほど一般的訓練
を，横軸寄りになるほど特殊的訓練を表す。そして例えば， Q'点の座標Pん
Pt'は，それぞれ a(W-w), (1-a)(W-w)で， OA線上においては，研修
の一般性（特殊性）に応じて研修効果が完全に配分されていることを示す。次
に， Q。点は研修手当がゼロの場合， つまり研修手当の受け渡しが未だなされ
ない場合の労働者と企業の利益を示した点である。 Q。をベース点と名付けよ
う。ベース点の座標は P1o=a(W-w)-w, Pto=(l-a)(W-w)+w-kであ
る。それゆえ，研修手当 Cは LF線上を Q。点と L点の間のベクトルで示
される。 そして研修手当支出後の位置が Q*点としよう。もし Q*点が LF
線上 Q点の右下にあれば， 研修の一般性（特殊性）に応じた最適配分状態と比
較し企業にとって有利， 労働者にとって不利である。しかし， Q*点がLF線
上 Q点の左上にあれば， そのような配分状態と比較し企業にとって不利，労
働者にとって有利である。要するに， 研修による労働者の利益と企業の利益
は，研修の一般性（特殊性），研修前後の労働の限界生産性，研修費用，研修手
が少なくともえられるためには， KはPi+PFがプラスの範囲に位置していなければ
ならない。なお， tは最大利益点である。
f(k)lk 
f(l) 
?
?
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当等によって規定されるが，研修手当に関して完全にトレード・オフの関係に
ある。
したがって，このモデルから研修手当という変数を利用することによって，
LF線上研修の利益の分け前に関して，労働者，企業のさまざまな位置が達成
できることを示す。例えば，強い一般性をもつ研修で， OA線が縦軸寄りにあ
り，そのうえ研修前の労働の限界生産性も小さく，したがって労働者にとって
研修の機会費用も企業にとって研修の機会利益の小さいとしよう。そのような
企業にとって研修費用が多額であるとすれば，企業の利益はマイナスになる場
合も生じる。 したがって， そのままでは企業は研修はおこなわれないであろ
うし，それでは，企業側はもちろん労働者側も利益を得ることができないであ
ろう。けれども，もし，研修がおこなわれるならば，労働者，企業合わせたの
利益は存在する。そのような場合， 労働者側と企業側が交渉して， 労働者が
（研修の機会費用の負担に加えて）マイナスの研修手当， つまり逆に企業に研修料
を支払うことによって，労働者にとってはもちろん企業にとっても，利益がえ
られる場合が想定できるのである。第2図はそのような場合を示している。
このように，研修による労働者と企業の利益の合計が一定で，両者が研修手
当に関してトレード・オフの関係にあることは， いずれの側の負担によって
も，それが達成できることである。しかも，そのような利益は多少とも一般性
をもつ研修によって生じるから，社会的最適状態を表わすといえる。かくてこ
のような研修モデルにおいては，コース (Coase)の定理が成立していることを
示すものである％
6)ベッカー理論がコースの定理の 1つの適用であることは， Hashimoto(1981)よっ
て指摘されたが，それは投資収益の労働者と企業間の取引きというかたちで説明して
いる。それは小論でいうと aの変化ということになるが， aは研修の一般性（特殊
性）を表すもので取引変数とはいえない。したがって，小論のように研修手当の支払
い（労働者側からいうと研修料の支払い）によって説明する方がより適切ではないだ
ろうか。
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3. 外国企業研修
外国企業研修の場合はどうか。以下では，自国の労働者が第 1期に外国企業
で研修を受け，第2期に自国へ帰って自国企業で就労すると仮定しよう。つま
り，研修だけを外国企業で受けるのである。その場合，研修費用は外国企業が
負担するが，研修手当の支払いは帰国後労働者が就労する自国企業でおこなう
としよう。ということは，外国企業は自国企業の委託研修生を受け入れると考
えればよい。この場合，外国は自国に比べて熟練労働，未熟練労働ともに労働
の限界価値生産性が高いと仮定して，外国のそれらの限界価値生産性＝賃金率
が次のように与えられているとしよう。
第 1期（末熟練労働） 第2期（熟練労働）
w' W' ただし， w<w',W<W' 
なお，外国企業研修の場合は， 研修を受ける労働者の渡航費が必要となる
が，ここでは簡単化のために渡航費は無視することにしよう。そうすると，外
国企業研修による労働者，外国企業，自国企業三者の利益は次のように表され
るであろう。
第 1期（研修のゴスト） 第2期（研修の収益）
自国労働者 w-C a(W-w) 
外国企業 k'-w' 
自国企業
?
(1-a)(W-w) 
この場合．研修の機会利益が外国の賃金率 w'で表される点に注意されたい。
研修費用も内外の物価構造の違いから k'としておこう。これらより自国企業
研修の場合と同様に，労働者，外国企業， 自国企業の研修による利益（添字1,
2はそれぞれ外国，自国を示す）は，それぞれ，
PL=a(W-w)-w+C 
PF1=w'-k' 
PF2=(l-a)(W-w)-C 
(5) 
(6) 
(7) 
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となり， (5)(6)(7)の合計を求めると，
凡+PF1 + PF2 = (W-w) + (w'-w)-k' (8) 
となる。第3図は(8)式を描いたものである。横軸は外国企業と自国企業の利
益を合わせたものというだけで， 第1図の場合と基本的に変わらない。 ただ
し， L'F'線と LHF"線の縦または横の間隔は w'-wを示す。 念のため， ベ
ース点においては国内企業は Pto'の利益をえるのに対して外国企業は Pio-
Pto'の利益をえるから，合わせた利益は Ptoである。 図を描いてみたが，第
1図と比較してとくに興味ある結果は示されなかった。なお，
修による労働者，外国企業，自国企業の利益の合計は一定で，労働者と外国お
この場合も，研
よび自国企業は研修手当に関してトレード・オフ関係にある。
外国企業研修も国内企業研修も変らないといえる。
この意味では，
けれども，外国企業研修は国内企業研修と比較して， その効果がいくつかの
点において異なる。第 1は，研修による労働者と外国企業の利益の合計が増加
PL 
L' 
A 
Pc••-------
Pto 
.Pi• 朽oPio PF1+PF2 
? ? ?
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することである。すなわち，国内企業研修の場合はそれは W-wであったが，
外国企業研修の合は W-w+(w'-w)となり，内外賃金差 (w'-w)だけ増加
していることが判明する。このことは研修中においても外国では労働の限界価
値生産性が高いことから明からであろう。
第2は，研修生が未熟練労働者代わりに使用される可能性である。研修はそ
の性格上営利事業ではないから，赤字でなければならない。それが国内企業研
修の場合は将来収益によって利益が生じる可能性を想定したが，外国企業研修
の場合はそれはないと仮定されている。しかし，企業は本来は営利目的の主体
であり，このような外国企業研修のような場合はありえないことになる。した
がって，企業本来の目的からすれば研修生を受け入れるけれども，研修費用は
できるだけ削減し， ということは研修そのものはなるべくおこなわず， k'を
引下げることによって w'>k'となるように行動することが推察される。すな
わち，研修は名のみで，研修生を安い未熟練労働者として使用するのである。
第 3は，労働者が企業に研修料を払って研修させることは，モデルの性格上
ありえなくなる。ただ仮定を緩め，労働者側や自国企業が研修費用を多少とも
負担したりすることによって，外国企業の研修費用の負担を軽減させることは
考えられよう。 しかし， 国内企業研修の場合と違って情報の不完全さのため
に，相互にそのような交渉をおこなうことは容易ではない。そのうえ，自国は
外国に比べて低賃金であるから， W や (1-a)(W-w)に比較して k'は相対
的に大きいと考えられるから，自国労働者や自国企業が研修費用を多少とも負
担することは，外国企業が負担するよりも負担が大きい。かくて，一般性が高
い場合は， 外国企業研修は国内企業研究より困難となることは明らかであろ
う。
第4は，国が異なれば研修自体の一般性（特殊性）が異なることである。すな
わち，外国企業研修でえた熟練はその国では一般的であっても， 自国に帰れば
特殊的となることはありえるだろう。いま，訓練の一般性（特殊性）が外国では
aであるが，自国に帰れば¢ となり，そして a>f3としよう。このことは(8)
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式を，
凡＋氏=(1 +fi-a)(W-w) +(w'-w)-k'(8') 
と変更する。 l+fi-a<lであることから， この場合は前記(8)の場合と比べ
て，労働者と企業の利益の合計を減少させる。極端な場合として，もし外国で
は完全一般的訓練でも自国では完全特殊訓練となれば， a=l, {i=Oであるか
ら， (8')式の第 1項は消失してしまう。つまり，研修効果がないのと同じこと
になる。
最後に， いままで外国企業研修による労働者， 外国企業， 自国企業三者の
利益について考察したが，これを自国と外国の利益というかたちに直してみよ
う。自国の利益を凡，外国の利益をんとすると，
PA=(W-w)-w 
PB=w'-k' 
(9) 
(10) 
となる。このように，研修が一般的訓練であれ，特殊的訓練であれ，そのこと
は両国の利益には何の関係もなくなることである。 そして， 研修効果 W-w、
が大きいほど，このような研修は自国にとって有利， しかし外国にとって必ず
しも有利とならないことも明らかであろう。この点は対外投資の場合との決定
的な差異である。対外投資の場合は投資の収益は投資国に帰属するが，このよ
うな対外教育投資の場合は投資の収益は被投資国にのみ帰属するからである。
4. むすび
小論では，人的資本に関するベッカー理論を発展させ， OJT形態の国内企
業研修と外国企業研修の 1つのモデルを考案し，それを用いて，研修による労
働者の利益，企業の利益，そして両者合わせた利益を求めた。その結果，研修
は労働者， 企業双方の利益の合計を高める可能性は， 国内企業研修であろう
と，外国企業研修であろうと基本的には変らない。しかし，外国企業研修に関
連する 2, 3の問題にふれて結論に代えよう。
第1は，研修が一般的訓練か特殊的訓練かに関する問題である。研修の一般
94 
外国人労働者研修の経済学的分析（山本） 531 
性が高いと，企業が研修を行うことが困難となることはさきに指摘した。すな
わち，研修を教育投資と言い換え，それが一定の私的収益率をあげると想定し
よう。一般的訓練とは社会的収益率が私的収益率と一致して上昇する場合であ
り，特殊的訓練とは私的収益率が上昇しても社会的収益率が不変の場合であ
る。したがって，訓練が一般的であるほど，社会的に望ましいけれども，研修
企業側にとっては不利になるというジレンマをはらむものである。とりわけ，
外国人労働者の場合は前節で指摘したように，研修受入国においては一般的な
訓練であっても，出身国においては特殊的となる場合が考えられる。例えば，
外国人労働者に対する日本語の研修などはその例であろうし，多くの経営技術
も特定の国や社会に固有のものがあると考えられよう。
一般に経済学では，外部経済性が存在する場合は市場は資源配分の機能を欠
落する。そのため政府介入の必要が生じるが，その 1つの方法は課税・補助金
政策によって外部経済を市場化することである。しかし，研修企業に補助金を
与えることはともかく，研修を受けた労働者を使用する企業に対して課税する
ことは，その判定が容易でないし，それが外国企業の場合はとくにそうであろ
う。
したがって，研修が国内ではもちろん外国においても一般的訓練の場合は，
民間企業が研修をおこない政府がそれを助成するよりも，政府自らが研修をお
こなうべき性質のものである。すなわち，特殊的訓練は市場で，一般的訓練は
政府という分担は，基本的には経済学的原則に合致するものである。なお，技
能検定に関する制度を整備することは，研修による外部経済性の測定に役立つ
ことも指摘しておこう。
第2は第1と関連することであるが，研修企業の営利規制に関する問題であ
る。前節においては，外国企業は研修のみをおこない，労働者は帰国後自国企
業で就労することが仮定されていた。そのような場合，研修企業は本来利益を
えられない。したがって，企業の営利目的からすれば研修の機会利益を多く獲
得し，研修費用を節約することは当然であろう。したがって研修とは名ばかり
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で，研修生を安い未熟練労働力として使用することは避けられないのである。
それを防ぐためには，研修に関する規則や監視を厳しくすることであろうが，
それはまたコストを伴う。研修を受けた労働者を使用する企業から研修料を徴
収することも外国の場合は困難であろう。そうすれば，この種の研修は民間企
業にまかせて政府がそれに助成するというよりも，同様に政府自らおこなうべ
き性質のものということができよう。
第3は， 0任JT(off-the-job trainig, 職場外訓練）の問題である。小論におい
研修という場合， OJTを想定することは最初に指摘した。とくに日本では，
熟練の形成にしてOJTの役割が高く評価されてきた反面， Off-JTの役割が
軽視されてきた7)。外国人労働者の研修においても，民間企業の場合は研修時
間の 3分の 1以上の座学研修が義務づけられているものの，主体はOJTであ
り，とりわけ昨年から認められた中小企業における場合はOJT中心であるこ
とは容易に推察されよう。けれどもOJTでは，どうしても特殊的訓練の性格
が強くなるのではないか。そのうえ何度も指摘したように， OJTは企業にと
って機会利益が得られるために，研修とは名のみで安い未熟練労働力として使
用される危険性をもつ。もちろん，職場においては，熟練と経験はOJT,そ
の原理や理論はOff-JTというように， OJTと Off-JTは補完的であること
はいうまでもない。しかし，外国人のような日本の職場に何もかも初めての研
るのが基本であり，とりわけ近年のような技術革新が激しい場合はとくにそう
であろう。このような理由から，外国人労働者にたいする研修は現行のOJT
中心から Off-JT中心に切り換えることが望まれるのである。 Off-JTが中
心ということになれば，この場合も同様に民間企業によるよりも政府によるべ
きものとなるであろう。
要するに，研修は本来教育であり，教育投資は普通の投資と違って，その収
益が投資者に帰属せず被投資者に帰属する性格をもつことが認識されなければ
ならない。国内の場合であれば，投資者である企業が被投資者である労働者か
7)例えば，小池和男，前掲書参照。
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ら投資収益を徴収するという可能性もないわけではないが，外国との場合では
それは不可能であろう。かくて，外国人労働者の研修問題について重要なこと
は，研修は政府がおこなう公的援助と割り切ることである。
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